様式第1号
土佐清水市肉用牛導入資金供給事業貸付契約書

　土佐清水市肉用牛導入資金供給事業基金（以下「基金」という。）に属する肉用牛の貸付に関し、土佐清水市長（以下「甲」という。）と貸付対象者（以下「乙」という。）は次の条項により契約を締結する。

　第１条　甲がこの契約により乙に貸付ける肉用牛は次表のとおりとする。
	家畜番号
	名　　号
	品　　種
	生年月日
	登録番号
	評価額及び市場購入価格（市場手数料含む）
	備　　考

	
	
	
	
	
	
	


　第２条　甲及び乙は、前条の導入牛について､土佐清水市肉用牛導入資金供給事業基金条例施行規則（以下「規則」という。）の定めるところにより誠実にこれを履行しなければならない。

　第３条　乙がこの契約により第１条に定める導入牛を飼養管理しなければならない契約期間は、平成　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日までの期間とする。ただし契約期間満了後手続きの完了する日まで契約期間とみなす。

　第４条　乙は甲から引渡しを受けた導入牛を家畜共済の最高額（その額が当該貸付牛の購入価格を上回る場合は購入価格又は、上回る最も近い額）に加入し、債務の履行に万全を期さなければならない。
　第５条　第３条の規定により飼養管理する期間における導入牛の飼養管理費は乙の負担とし、その果実は乙に帰属するものとする。

第６条　甲は次のいずれかに該当するときは､導入牛を乙に譲渡するものとする。

　　（１）契約期間が満了したとき

　　（２）特別な理由により譲渡することが適当と認められるとき

　第７条　乙は前条の規定により導入牛の譲渡を受けたときは、当該導入牛の家畜市場で購入したときの価格と手数料の合計額、あるいは、規則第４条に定める家畜評価委員会が決定した貸付額に相当する額を速やかに納付するものとする。

　第８条　次のいずれかに該当するに至ったときは、甲は一方的に契約を解除することができる。この場合において、乙は甲の指示に従って当該導入牛を返納するものとする。

　　（１）乙がこの契約に違反した場合又は当該導入牛の飼養管理を継続することが困難であると認めたとき
　　（２）乙が疾病にかかった場合等により導入牛の飼養管理を継続することが困難であると認めたとき

第９条　前条各号の規定により返納された導入牛は残存する飼養期間を規則第３条の規定に該当する者に飼養管理させ、規則第５条第２項の規定により貸付けするものとする。
第10条　第３条の契約期間中において当該導入牛の盗難、失踪、疾病、死亡、その他重大な事故発生の場合において、当該事故が乙の責に帰すべき事由によると認められるときは乙の故意又はその損害を賠償しなければならない。

　　２　当該事故が乙の故意又は、重大な過失により生じたと認められる場合は、当該導入牛の家畜市場で購入したときの価格と手数料の合計額、あるいは、規則第４条に定める家畜評価委員会が決定した貸付額から当該家畜の残存価格に相当する額（その額が購入相当額を上回るときは購入相当額）を差引いた額と当該事故に係る導入牛の引渡し等の日から当該事故報告のあった日までの日数に応じ、当該家畜の購入相当額に付き年利１４．６％で計算して得た額とする。
　　３　前号以外の過失の場合は、導入牛購入相当額から当該導入牛の残存価格に相当する額（その額が購入相当を上回るときは購入相当額）を差引いた額とする。
第　１11条　乙は次の各号のいずれかに該当するときは､遅滞なくその旨を甲に報告しなければならない。

　　（１）当該導入牛につき､盗難、失踪、疾病、死亡、その他重大な事故のあったとき

　　（２）乙が疾病にかかる等、止むを得ず当該導入牛の飼養管理を継続することが不可能となったとき

　　２　前項各号の報告に基づく本契約の解除は、甲、乙合意による解約とみなす。
第　１　2条　この契約の条項及びこの契約に定めていない事項について疑義が生じたときは、甲、乙、の間において基金条例施行規則に即し誠意ある協議を行い解決するものとする。

　　　この契約成立の証として、本契約書を２部作成の上甲、乙各１通を保有するものとする。

平成　　年　　月　　日

甲（貸付者）住所　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   氏名　
乙（借受者）住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名

連帯保証人　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　氏名
